
包装関係者が一堂に集う

新春会員交流会
〈主催〉公益社団法人日本包装技術協会

関西支部長 レンゴー㈱ 代表取締役会長兼社長 大 坪 清

副支部長 江崎グリコ㈱ 代表取締役社長 江 崎 勝 久

サントリーホールディングス㈱ 代表取締役副会長 鳥 井 信 吾

積水化成品工業㈱ 代表取締役社長 柏 原 正 人

日本通運㈱ 執行役員大阪支店長 池 田 誠

パナソニック㈱ 品質･環境本部長 稲 垣 道 世

〈協賛〉日本包装管理士会 関西支部

関西支部の役員・会員の皆様が一堂に会する場として、恒例の新春会員交流会を開催いたします。

新年の名刺交換の機会も兼ねまして一層の交流を深め、ネットワークづくりの場としてご活用いた

だければ幸いです。万障お繰り合わせのうえ、ご出席いただきますようご案内申し上げます。

開 催 要 領

◇と き：２０１８年１月１５日（月）１６：００～１９：００

◇ところ：大阪倶楽部 ４階ホール（＝大阪市中央区今橋 4-4-11） http://osaka-club.or.jp/access/
◇参加費：１人様につき５,４００円（税込み） ※事前に請求書をお送りします。

年頭挨拶（１６：００～１６：１０）

(公社)日本包装技術協会 関西支部長
(公社)日本包装技術協会 副会長

新春講演会（１６：１５～１７：１５）

「“工具のアマゾン”モノタロウが導入した新たな技～成功の秘訣～」

㈱ＭｏｎｏｔａＲＯ 代表執行役社長 鈴 木 雅 哉 氏

1975 年生まれ。埼玉県出身。

1998 年 立教大学社会学部卒業後、住友商事㈱に入社。

2000 年に㈱ＭonotaＲＯへ出向、2006 年に楽天㈱に転職、2007 年に㈱ＭonotaＲＯに再入社、

2012 年より現職。

㈱ＭonotaＲＯ(本社：尼崎市)は“工具のアマゾン”と呼ばれるインターネット通販会社である。

2000 年、瀬戸欣哉氏(前社長／現ＬＩＸＩＬグループ取締役代表執行役社長 兼 ＣＥＯ)らとともに、わ

ずか 6 人で会社創設に携わる。2012 年、36 歳の若さで瀬戸氏よりバトンを託された後、物流イノ

ベーションに挑戦し続け、今では連結売上高 880 億円、取り扱いアイテム数 1,300 万点を手掛ける

企業へと大躍進を遂げる。経済誌フォーブスが、2017 年 5 月に発表した「最も革新的な成長企業」

ランキングの 6 位に選ばれた。今回は、これまでの軌跡や経営観を語っていただく。

交流パーティ（１７：３０～１９：００）２階レストラン

2018 年

大 坪 清



申込方法 ＊参加申込書に必要事項をご記入のうえ、お申し込み下さい。

申込受付後、請求書と会場地図をお送りいたします（参加証は発行いたしません）。

＊申込締切日は１月５日(金)とさせていただきます。締切日以降の参加お取消しの場合は

参加費のご返金はお断り申し上げます。代理の方のご参加をお願いいたします。

＊当日は直接、会場へお越し下さい。参加申込後の無断欠席はご遠慮下さい。

お 願 い 当日は胸名札をご着用いただきますので、お申込みなしのご出席はご遠慮下さい｡

お申込み後、ご出席者が変更になった場合は、事前にご一報くださいますよう、

ご協力をお願い申し上げます。

事 務 局 (公社)日本包装技術協会 関西支部 丹野 kpi@jpi.or.jp 多林 tabayashi@jpi.or.jp

〒550-0014 大阪市西区北堀江 1-1-27 イマイビル 4階

ＴＥＬ０６－６５３２－１１８９ ＦＡＸ０６－６５３２－１１７９

｢新春会員交流会」参加申込書 ＦＡＸ０６－６５３２－１１７９

※ＨＰからのお申込み ⇒ http://www.jpi.or.jp/shibu/kansai/index.html

(ﾌﾘｶﾞﾅ)
組 織 名

日本包装技術協会の 会 員 ・ 一 般
（○印をおつけ下さい）

所 在 地

〒 ＴＥＬ

ＦＡＸ

複数でお申し込みの場合は、一括請求させていただきますので、請求書の送付先に〇印をおつけください。
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※当日は、参加者名簿を配布させていただきます。第三者への譲渡はお控え下さい。

【個人情報の取扱いについて】

１．個人情報は、当事業に関わる資料等の作成、ならびに当会が主催する各事業のサービス提供やご案内等のために

利用させていただきます。なお、作成資料は関係者に限り、配布する場合があります。

２．参加申込により、ご提供いただいた個人情報は、法令に基づく場合などを除き、第三者に開示、提供することは

ありません。


